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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第71期

中間連結会計期間
第72期

中間連結会計期間
第71期

会計期間
自令和６年７月１日
至令和６年12月31日

自令和７年７月１日
至令和７年12月31日

自令和６年７月１日
至令和７年６月30日

売上高 （千円） 3,509,931 4,988,653 8,199,727

経常利益 （千円） 174,784 310,348 338,427

親会社株主に帰属する中間

（当期）純利益
（千円） 106,358 198,972 231,181

中間包括利益又は包括利益 （千円） 104,823 264,340 265,447

純資産額 （千円） 3,269,339 3,650,429 3,429,963

総資産額 （千円） 5,115,983 5,965,003 5,086,929

１株当たり中間（当期）純利益 （円） 171.33 318.28 371.94

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 63.0 60.3 66.5

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △289,865 267,224 79,862

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △94,476 △106,783 △157,933

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 427,062 229,033 △75,750

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高
（千円） 1,337,552 1,530,484 1,141,009

（注） １.当社は、中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　　　 ２.潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

 

 

２【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当中間連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

（１）財政状態及び経営成績の状況

　当中間連結会計期間におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善を背景に、個人消費が底堅く推移するなど内

需主導による緩やかな回復が続きました。企業の設備投資においても、深刻な労働力不足に対応するための省力

化・デジタル化投資を中心に堅調に推移いたしました。

　一方、建設業界につきましては、新設住宅着工戸数が８か月連続で減少し、民間設備投資の指標である民間非居

住用建築物着工床面積は２か月ぶりの大幅減少、公共工事の請負金額も５か月ぶりの大幅減少しております。

　このような経済状況下、当社グループは厳しい受注競争や施工コストの上昇が続くなか、建設ＤＸ（デジタルト

ランスフォーメーション）の推進による現場の生産性向上やＢＩＭ／ＣＩＭの活用による工程管理の効率化に注力

いたしました。

　この結果、当中間連結会計期間の経営成績は、売上高4,988百万円（前年同期比42.1％増）、営業利益305百万円

（前年同期比78.8％増）、経常利益310百万円（前年同期比77.6％増）、親会社株主に帰属する中間純利益198百万

円（前年同期比87.1％増）となりました。

　セグメントごとの経営成績は次のとおりであります。

①土木事業

　土木事業の完成工事高は2,524百万円（前年同期比15.1％増）、セグメント利益222百万円（前年同期比28.4％

増）となりました。

②建築事業

　建築事業の完成工事高は2,442百万円（前年同期比89.1％増）、セグメント利益72百万円（前年同中間期は、16

百万円のセグメント損失）となりました。

③環境開発事業

　環境開発事業の売上高は21百万円（前年同期比14.0％減）、セグメント利益10百万円（前年同期比23.6％減）と

なりました。

　財政状態の状況は次のとおりであります。

（資産）

　当中間連結会計期間末における流動資産は、4,474百万円となり、前連結会計年度末に比べ731百万円増加いたし

ました。これは主に現金及び預金が404百万円増加したことによるものであります。

　固定資産は、1,490百万円となり、前連結会計年度末に比べ146百万円増加いたしました。これは主に投資その他

の資産が95百万円増加したことによるものであります。

　この結果、総資産は、5,965百万円となり、前連結会計年度末に比べ878百万円増加いたしました。

（負債）

　当中間連結会計期間末における流動負債は、2,187百万円となり、前連結会計年度末に比べ637百万円増加いたし

ました。これは主に支払手形・工事未払金等が343百万円増加したことによるものであります。

　固定負債は、127百万円となり、前連結会計年度末に比べ19百万円増加いたしました。

　この結果、負債合計は、2,314百万円となり、前連結会計年度末に比べ657百万円増加いたしました。

（純資産）

　当中間連結会計期間末における純資産は、3,650百万円となり、前連結会計年度末に比べ220百万円増加いたしま

した。これは主に利益剰余金が136百万円増加したことによるものであります。

　この結果、自己資本比率は60.3％（前連結会計年度末は66.5％）となりました。
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（２）キャッシュ・フローの状況

　当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に対し389

百万円増加し、1,530百万円となりました。

　当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

　（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　　営業活動の結果獲得した資金は267百万円（前年同期は289百万円の使用）となりました。これは、主として仕

入債務の増加によるものです。

　（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　　投資活動の結果使用した資金は106百万円（前年同期は94百万円の使用）となりました。これは、主として有

形固定資産の取得によるものです。

　（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　　財務活動の結果獲得した資金は229百万円（前年同期は427百万円の獲得）となりました。これは、主として短

期借入れによる収入によるものです。

 

（３）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 

（４）経営方針・経営戦略等

　当中間連結会計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありませ

ん。

 

（５）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更

はありません。

 

（６）研究開発活動

　当中間連結会計期間における研究開発活動の金額は、２百万円であります。

　なお、当中間連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 
 

３【重要な契約等】

　当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

　　　　　　　　普通株式 2,200,000

計 2,200,000

 
 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発行
数（株）
（令和７年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（令和８年２月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 686,000 686,000
東京証券取引所

スタンダード市場

単元株式数

100株

計 686,000 686,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　　　　　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　　　　　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

令和７年７月１日～

令和７年12月31日
－ 686,000 － 849,500 － 625,900
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（５）【大株主の状況】

  令和７年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

　有限会社東物産 　滋賀県草津市西渋川１丁目６－３ 88 14.05

　三東工業社従業員持株会 　滋賀県栗東市上鈎480番地 35 5.62

　中川　　徹  滋賀県草津市 32 5.22

　株式会社滋賀銀行 　滋賀県大津市浜町１番38号 28 4.47

　三東工業社三東会持株会 　滋賀県栗東市上鈎480番地 23 3.75

　奥田　克実 　京都市左京区 20 3.24

　東　　一孝 　滋賀県甲賀市 18 2.89

　中川　千秋 　滋賀県草津市 17 2.81

　大西　藤司 　滋賀県甲賀市 16 2.63

　太洋基礎工業株式会社 　名古屋市中川区柳森町107 16 2.55

計 － 296 47.23

 

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    令和７年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 59,100 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 624,900 6,249 －

単元未満株式 普通株式 2,000 － －

発行済株式総数  686,000 － －

総株主の議決権  － 6,249 －

 

②【自己株式等】

    令和７年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合　（％）

株式会社三東工業社
滋賀県甲賀市信楽町

江田610番地
59,100 － 59,100 8.62

計 － 59,100 － 59,100 8.62

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について

　当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に

準じて記載しております。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（令和７年７月１日から令和７年

12月31日まで）に係る中間連結財務諸表について、ひかり監査法人による期中レビューを受けております。
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１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

（令和７年６月30日）
当中間連結会計期間
（令和７年12月31日）

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,446,082 1,850,579

受取手形・完成工事未収入金等 1,983,582 2,316,421

販売用不動産 259,704 259,704

貯蔵品 1,714 1,834

その他 52,781 46,923

貸倒引当金 △480 △480

流動資産合計 3,743,385 4,474,982

固定資産   

有形固定資産 847,684 899,202

無形固定資産 30,280 29,461

投資その他の資産   

その他 485,067 580,845

貸倒引当金 △19,488 △19,488

投資その他の資産合計 465,578 561,356

固定資産合計 1,343,544 1,490,020

資産合計 5,086,929 5,965,003

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 633,755 976,769

短期借入金 5,000 305,000

未払法人税等 101,058 112,598

完成工事補償引当金 2,200 2,200

工事損失引当金 － 66,321

未成工事受入金 505,645 577,745

その他 301,678 146,581

流動負債合計 1,549,337 2,187,215

固定負債   

退職給付に係る負債 20,239 20,239

その他 87,389 107,118

固定負債合計 107,628 127,357

負債合計 1,656,966 2,314,573

純資産の部   

株主資本   

資本金 849,500 849,500

資本剰余金 641,707 649,725

利益剰余金 1,912,278 2,049,017

自己株式 △145,702 △135,360

株主資本合計 3,257,784 3,412,882

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 127,395 185,110

その他の包括利益累計額合計 127,395 185,110

非支配株主持分 44,783 52,436

純資産合計 3,429,963 3,650,429

負債純資産合計 5,086,929 5,965,003
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（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間

（自　令和６年７月１日
至　令和６年12月31日）

当中間連結会計期間
（自　令和７年７月１日
至　令和７年12月31日）

売上高   

完成工事高 3,484,951 4,967,165

環境開発事業等売上高 24,979 21,487

売上高合計 3,509,931 4,988,653

売上原価   

完成工事原価 3,024,896 4,308,106

環境開発事業等売上原価 10,814 10,118

売上原価合計 3,035,711 4,318,224

売上総利益   

完成工事総利益 460,055 659,058

環境開発事業等総利益 14,164 11,369

売上総利益合計 474,219 670,428

販売費及び一般管理費 ※ 303,411 ※ 365,050

営業利益 170,808 305,378

営業外収益   

受取利息 126 767

受取配当金 1,569 2,127

その他 4,194 5,773

営業外収益合計 5,890 8,668

営業外費用   

支払利息 1,158 1,181

その他 755 2,516

営業外費用合計 1,914 3,698

経常利益 174,784 310,348

特別利益   

固定資産売却益 1,992 －

特別利益合計 1,992 －

特別損失   

固定資産除却損 0 －

特別損失合計 0 －

税金等調整前中間純利益 176,777 310,348

法人税等 61,136 103,723

中間純利益 115,641 206,624

非支配株主に帰属する中間純利益 9,282 7,652

親会社株主に帰属する中間純利益 106,358 198,972
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【中間連結包括利益計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間

（自　令和６年７月１日
至　令和６年12月31日）

当中間連結会計期間
（自　令和７年７月１日
至　令和７年12月31日）

中間純利益 115,641 206,624

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △10,817 57,715

その他の包括利益合計 △10,817 57,715

中間包括利益 104,823 264,340

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 95,540 256,687

非支配株主に係る中間包括利益 9,282 7,652
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（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間

（自　令和６年７月１日
至　令和６年12月31日）

当中間連結会計期間
（自　令和７年７月１日
至　令和７年12月31日）

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益 176,777 310,348

減価償却費 30,101 36,680

完成工事補償引当金の増減額（△は減少） 200 －

工事損失引当金の増減額（△は減少） － 66,321

受取利息及び受取配当金 △1,696 △2,894

支払利息 1,158 1,181

固定資産売却損益（△は益） △1,992 －

固定資産除却損 0 －

売上債権の増減額（△は増加） △479,470 △332,838

棚卸資産の増減額（△は増加） △291 △120

仕入債務の増減額（△は減少） 91,299 343,013

未成工事受入金の増減額（△は減少） △57,972 72,100

その他 △34,335 △136,096

小計 △276,222 357,694

利息及び配当金の受取額 1,696 2,894

利息の支払額 △1,158 △1,181

法人税等の支払額 △14,180 △92,183

営業活動によるキャッシュ・フロー △289,865 267,224

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △305,073 △320,094

定期預金の払戻による収入 295,072 305,073

有形固定資産の取得による支出 △85,183 △81,619

有形固定資産の売却による収入 3,518 －

その他 △2,811 △10,143

投資活動によるキャッシュ・フロー △94,476 △106,783

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 500,000 300,000

配当金の支払額 △61,802 △62,233

その他 △11,135 △8,732

財務活動によるキャッシュ・フロー 427,062 229,033

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 42,720 389,475

現金及び現金同等物の期首残高 1,294,831 1,141,009

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 1,337,552 ※ 1,530,484
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【注記事項】

（中間連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算方法）

　税金費用については、当中間連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の

実効税率を合理的に見積り、税引前中間純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

（中間連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前中間連結会計期間

（自 令和６年７月１日
至 令和６年12月31日）

当中間連結会計期間
（自 令和７年７月１日
至 令和７年12月31日）

役員報酬 54,299千円 86,433千円

従業員給料及び手当 97,591 101,134

退職給付費用 1,457 1,637

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとお

りであります。

 
前中間連結会計期間

（自　令和６年７月１日
至　令和６年12月31日）

当中間連結会計期間
（自　令和７年７月１日
至　令和７年12月31日）

現金及び預金勘定 1,642,625千円 1,850,579千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △305,073 △320,094

現金及び現金同等物 1,337,552 1,530,484

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　令和６年７月１日　至　令和６年12月31日）

 配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

令和６年９月27日

定時株主総会
普通株式 61,802 100 令和６年６月30日 令和６年９月30日 利益剰余金

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　令和７年７月１日　至　令和７年12月31日）

 配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

令和７年９月26日

定時株主総会
普通株式 62,233 100 令和７年６月30日 令和７年９月29日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　令和６年７月１日　　至　令和６年12月31日）

　　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

    （単位：千円）

 報告セグメント
調整額

中間連結損益計算
書計上額
（注） 土木事業 建築事業 環境開発事業 計

売上高       

官公庁 1,403,473 17 － 1,403,490 － 1,403,490

民　間 790,093 1,291,368 7,860 2,089,321 － 2,089,321

顧客との契約から生じ

る収益
2,193,566 1,291,385 7,860 3,492,811 － 3,492,811

その他の収益 － － 17,119 17,119 － 17,119

外部顧客への売上高 2,193,566 1,291,385 24,979 3,509,931 － 3,509,931

セグメント間の内部売

上高又は振替額
－ － － － － －

計 2,193,566 1,291,385 24,979 3,509,931 － 3,509,931

セグメント利益又は損

失（△）
173,130 △16,225 13,903 170,808 － 170,808

　　　　（注）セグメント利益又は損失（△）の合計額は、中間連結損益計算書の営業利益と一致しております。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　令和７年７月１日　　至　令和７年12月31日）

　　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

    （単位：千円）

 報告セグメント
調整額

中間連結損益計算
書計上額
（注） 土木事業 建築事業 環境開発事業 計

売上高       

官公庁 1,691,866 247,580 4,360 1,943,806 － 1,943,806

民　間 833,024 2,194,694 129 3,027,848 － 3,027,848

顧客との契約から生じ

る収益
2,524,891 2,442,274 4,489 4,971,654 － 4,971,654

その他の収益 － － 16,998 16,998 － 16,998

外部顧客への売上高 2,524,891 2,442,274 21,487 4,988,653 － 4,988,653

セグメント間の内部売

上高又は振替額
－ － － － － －

計 2,524,891 2,442,274 21,487 4,988,653 － 4,988,653

セグメント利益 222,323 72,429 10,624 305,378 － 305,378

　　　　（注）セグメント利益の合計額は、中間連結損益計算書の営業利益と一致しております。

 

（収益認識関係）

 顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま

す。
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（１株当たり情報）

　１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前中間連結会計期間

（自　令和６年７月１日
至　令和６年12月31日）

当中間連結会計期間
（自　令和７年７月１日
至　令和７年12月31日）

１株当たり中間純利益 171円33銭 318円28銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益

（千円）
106,358 198,972

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純利

益（千円）
106,358 198,972

普通株式の期中平均株式数（千株） 620 625

（注）潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

令和８年２月13日

株式会社三東工業社

取締役会　御中

 

ひかり監査法人

京都事務所

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 本城　正貴

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 矢倉　　誠

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社三東工

業社の令和７年７月１日から令和８年６月30日までの連結会計年度の中間連結会計期間（令和７年７月１日から令和７年

12月31日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算

書、中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、株式会社三東工業社及び連結子会社の令和７年12月31日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全て

の重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される

規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たし

ている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

中間連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手続

を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の

財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認めら

れると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、

継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務諸表の注記事項

に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間連結財務諸

表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告書日までに

入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠していな

いと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構成及び内

容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められないかど

うかを評価する。

・中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の結論

に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項に

ついて報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 

（注）１.上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

 　　 ２.ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれていません。

 

EDINET提出書類

株式会社三東工業社(E00259)

半期報告書

17/17


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容

	第２事業の状況
	１事業等のリスク
	２経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析
	３重要な契約等

	第３提出会社の状況
	１株式等の状況
	（１）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（２）新株予約権等の状況
	①ストックオプション制度の内容
	②その他の新株予約権等の状況

	（３）行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	（４）発行済株式総数、資本金等の推移
	（５）大株主の状況
	（６）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第４経理の状況
	１中間連結財務諸表
	（１）中間連結貸借対照表
	（２）中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書
	中間連結損益計算書
	中間連結包括利益計算書

	（３）中間連結キャッシュ・フロー計算書
	注記事項
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

